
14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）

（注）１．出資会計名の略号は次のとおり。
　　　 �（国債）…国債整理基金特別会計，（外為）…外国為替資金特別会計，（産投）…産業投資特別会計，（電発）…電源開発促進対策特別会計，（石油）…石油及び

エネルギー需給構造高度化対策特別会計，（厚生）…厚生保険特別会計，（船員）…船員保険特別会計，（国民）…国民年金特別会計，（労働）…労働保険特別会
計，（土改）…国営土地改良事業特別会計，（特許）…特許特別会計，（自賠）…自動車損害賠償保障事業特別会計，（道路）…道路整備特別会計，（治水）…治
水特別会計，（港湾）…港湾整備特別会計，（車検）…自動車検査登録特別会計，（空港）…空港整備特別会計，（年金）…年金特別会計，（エネ）…エネルギー
対策特別会計，（財投）…財政投融資特別会計，（社資）…社会資本整備事業特別会計，（復興）…東日本大震災復興特別会計

　　 ２�．独立行政法人は，平成27年４月１日付けで，中期目標管理法人，国立研究開発法人，行政執行法人に分類され，国立研究開発法人については，名称中に使用
している「独立行政法人」を「国立研究開発法人」へ変更している。

　　　　 なお，独立行政法人の分類略号は次のとおり。（中期）…中期目標管理法人，（行政）…行政執行法人

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

１．金 融 機 関

　⑴　公　　　庫

沖縄振興開
発金融公庫

出資に
よる権
利

沖縄振興開発金融
公庫法

（昭47. 5. 13 ）法 第 31 号

沖縄県那覇市
おもろまち１
の２の26

沖縄における産業開発促進等の
ため，日本政策金融公庫等の融
資業務に相当する業務等を一元
的に行う

昭和47年度
一　般
昭和53年度
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

内閣総理大臣
沖縄振興局調査
金融担当参事官
室　　　　　　

財　務　大　臣

（大臣官房政策金）融課　　　　　

　⑵　銀　　　行

日本銀行 出資証
券

日本銀行法

（平 9. 6. 18 ）法 第 89 号

東京都中央区
日本橋本石町
２の１の１

銀行券の発行，通貨及び金融の
調節，金融機関間の資金決済の
円滑の確保を通じた信用秩序の
維持等

昭和23年度
一　般

財　務　大　臣
理財局総務課，
大臣官房信用機
構課，国際局為
替市場課　　　

金 融 庁 長 官
企画市場局総務
課，監督局総務
課　　　　　　

２．事 業 団 等

日本私立学
校振興・共
済事業団

出資に
よる権
利

日本私立学校振
興・共済事業団法

（平 9. 5. 9 ）法 第 48 号

東京都千代田
区富士見１の
10の12

私立学校の施設の整備・経営に
必要な資金の貸付け，補助金の
交付等を行うことにより，私立
学校教育の振興に資する

平成９年度
一　般
平成24年度
復　興

文部科学大臣
高等教育局私学
部私学行政課，
私学助成課　　

日本中央競
馬会

出資に
よる権
利

日本中央競馬会法

（昭29. 7. 1 ）法第205号

東京都港区六
本木６の11の
１
（令和３年８
月18日付けで
東京都港区西
新橋１の１の
１へ本部移
転）

中央競馬の開催に係る業務及び
その他競馬（馬術競技を含む）
の健全な発展を図るために必要
な業務等

昭和29年度
一　般

農林水産大臣
生産局畜産部競
馬監督課　　　
（令和３年７月
１日付けで畜産
局競馬監督課へ
変更）　　　　

預金保険機
構

出資に
よる権
利

預金保険法

（昭46. 4. 1 ）法 第 34 号

東京都千代田
区有楽町１の
12の１

金融機関が預金等の払戻しを停
止した場合に必要な保険金等の
支払と預金等債権の買取りを行
うほか，金融機関の破綻の処理
に関し，破綻金融機関に係る合
併等に対する適切な資金援助，
金融整理管財人による管理，破
綻金融機関の業務承継及び金融
危機に対応するための措置等の
制度の確立を主要業務とする

昭和46年度
一　般
平成21年度
財　投
平成30年度
復　興

金 融 庁 長 官

（監督局総務課）信用機構対応室

財　務　大　臣

（大臣官房信用機）構課　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

農水産業協
同組合貯金
保険機構

出資に
よる権
利

農水産業協同組合
貯金保険法

（昭48. 7. 16 ）法 第 53 号

東京都千代田
区丸の内３の
３の１新東京
ビル９階

農漁協等が貯金等の払戻しを停
止した場合に必要な保険金等の
支払と貯金等債権の買取りを行
うほか，農漁協等の破綻の処理
に関し，破綻農漁協等に係る合
併等に対する適切な資金援助，
公的管理人による管理，破綻農
漁協等の業務承継及び金融危機
に対応するための措置等の制度
の確立を主要業務とする

昭和48年度
一　般
平成30年度
復　興

農林水産大臣

（経営局金融調整）課　　　　　　

金 融 庁 長 官

（監督局総務課信）用機構対応室　

財　務　大　臣

（大臣官房信用機）構課機構業務室

日本司法支
援センター

出資に
よる権
利

総合法律支援法

（平16. 6. 2 ）法 第 74 号

東京都中野区
本町１－32－
２　 ハ ー モ
ニータワー８
Ｆ

１　情報提供業務
２　民事法律扶助業務
３　国選弁護等関連業務
４　司法過疎対策業務
５　犯罪被害者支援業務　等

平成18年度
一　般

法　務　大　臣

（大臣官房司法法）制部司法法制課

全国健康保
険協会

出資に
よる権
利

健康保険法

（大11. 4. 22 ）法 第 70 号

船員保険法

（昭14. 4. 6 ）法 第 73 号

東京都新宿区
四谷一丁目６
番１号
YOTSUYA�
TOWER６階

中小企業等で働く従業員やその
家族が加入している全国健康保
険協会管掌健康保険及び船員や
その家族が加入している船員保
険の保険運営の企画，保険給付
（被保険者証の交付，保険給付，
任意継続被保険者業務等），保
健事業など

平成20年度
年　金

厚生労働大臣
保険局保険課全
国健康保険協会
管理室　　　　

日本年金機
構

出資に
よる権
利

日本年金機構法

（平19. 7. 6 ）法第109号

東京都杉並区
高井戸西３の
５の24

国（厚生労働大臣）から委任・
委託を受け，国民年金及び厚生
年金保険に係る一連の運営業務
（適用・徴収・記録管理・相
談・裁定・給付）等を担う。

平成21年度
年　金

厚生労働大臣

（年金局事業企画）課　　　　　　

原子力損害
賠償・廃炉
等支援機構

出資に
よる権
利

原子力損害賠償・
廃炉等支援機構法

（平23. 8. 10 ）法 第 94 号

東京都港区虎
ノ門２－２－
５
共同通信会館
５階

１　負担金の収納業務
　業務に要する費用として，原
子力事業者から負担金の収納を
行う。
２　資金援助業務
　原子力事業者が損害賠償を実
施する上で援助を必要とすると
きは，資金援助（資金の交付，
株式の引受け，融資，社債の購
入等）を行う。
３　相談業務その他の業務
・損害賠償の円滑な実施を支援
するため，被害者からの相談に
応じ必要な情報の提供及び助言
を行う。
・平成二十三年原子力事故によ
る被害に係る緊急措置に関する
法律（平成23年法律第91号）に
基づき国又は都道府県知事から
委託を受けた場合に，仮払金の
支払業務を行う。
４�　廃炉等を実施するために必
要な研究及び開発
５　廃炉等積立金管理業務
６�　廃炉等の適正かつ着実な実
施の確保を図るための助言，
指導及び勧告
７　廃炉等に関する情報の提供
８�　上記１から７までに掲げる
業務に附帯する業務

平成23年度
エ　ネ

内閣総理大臣
原子力損害賠
償・廃炉等支
援機構担当室

文部科学大臣
研究開発局原子
力損害賠償対策
室　　　　　　

経済産業大臣
資源エネルギー
庁電力・ガス事
業部政策課　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

外国人技能
実習機構

出資に
よる権
利

外国人の技能実習
の適正な実施及び
技能実習生の保護
に関する法律

（平28. 11. 28 ）法 第 89 号

東京都港区海
岸３－９－15
LOOP－Ｘ３
階

１　技能実習計画の認定
２�　実習実施者・監理団体への
報告要求，実地検査
３　実習実施者の届出の受理
４�　監理団体の許可に関する調
査
５�　技能実習生に対する相談・
援助
６�　技能実習生に対する転籍の
支援
７�　技能実習に関する調査・研
究　　等

平成28年度
一　般

法　務　大　臣

（出入国在留管理）庁在留管理課　

厚生労働大臣
人材開発統括官
付海外人材育成
担当参事官室　

３．独立行政法人

独立行政法
人国立公文
書館（行政）

出資に
よる権
利

国立公文書館法

（平11. 6. 23 ）法 第 79 号

東京都千代田
区北の丸公園
３の２

国の機関及び独立行政法人等か
ら歴史資料として重要な公文書
等の移管を受け入れ，特定歴史
公文書等として保存し，及び一
般の利用に供すること等の事業
を行う

平成13年度
一　般

内閣総理大臣

（大臣官房公文書）管理課　　　　

独立行政法
人北方領土
問題対策協
会（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人北方
領土問題対策協会
法

（平14. 12. 6 ）法第132号

東京都台東区
北上野１丁目
９番12号　住
友不動産上野
ビル

北方領土問題その他北方地域に
関する諸問題についての国民世
論の啓発及び調査研究，北方地
域に生活の本拠を有していた者
に対する援護，北方地域旧漁業
権者等その他の者に対する漁業
その他の事業及び生活に必要な
資金の融資等

平成15年度
一　般

内閣総理大臣
（北方対策本部）

農林水産大臣

（水産庁漁政部水）産経営課　　　

国立研究開
発法人日本
医療研究開
発機構

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
日本医療研究開発
機構法

（平26. 5. 30 ）法 第 49 号

東京都千代田
区大手町１丁
目７番１号

医療分野の研究開発及びその環
境の整備，研究機関における医
療分野の研究開発及びその環境
の整備の助成等

平成28年度
一　般

内閣総理大臣

（日本医療研究開）発機構担当室　

文部科学大臣

（研究振興局ライ）フサイエンス課

厚生労働大臣

（大臣官房厚生科）学課　　　　　

経済産業大臣
商務情報政策局
商務・サービス
グループヘルス
ケア産業課　　

独立行政法
人国民生活
セ ン タ ー
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国民
生活センター法

（平14. 12. 4 ）法第123号

神奈川県相模
原市中央区弥
栄３の１の１

総合的見地から，国民生活に関
する情報の提供及び調査研究に
関する業務等並びに重要消費者
紛争の解決手続

平成15年度
一　般

内閣総理大臣

（消費者庁地方協）力課　　　　　

国立研究開
発法人情報
通信研究機
構

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
情報通信研究機構
法

（平11. 12. 22 ）法第162号

東京都小金井
市貫井北町４
の２の１

情報の電磁的流通及び電波の利
用に関する技術の研究及び開
発，高度通信・放送研究開発を
行う者に対する支援，通信・放
送事業分野に属する事業の振興
等

平成13年度
一　般
平成16年度
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

総　務　大　臣

（国際戦略局技術）政策課　　　　

財　務　大　臣

（大臣官房政策金）融課　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人郵便貯金
簡易生命保
険管理・郵
便局ネット
ワーク支援
機 構（ 中
期）

出資に
よる権
利

郵政民営化法

（平17. 10. 21 ）法 第 97 号

東京都港区虎
ノ門　５－13
－１
虎ノ門40MT
ビル３階

旧日本郵政公社から承継した郵
便貯金及び簡易生命保険を適正
かつ確実に管理し，これらに係
る債務を確実に履行するととも
に，郵便局ネットワークの維持
の支援のための交付金を交付す
ること

平成19年度
一　般

総　務　大　臣
情報流通行政局
郵政行政部貯金
保険課　　　　

独立行政法
人国際協力
機構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国際
協力機構法

（平14. 12. 6 ）法第136号

東京都千代田
区二番町５番
地25

１�　条約その他の国際約束に基
づく技術協力の実施
２　有償資金協力の実施
３　無償資金協力の実施
４�　国民等の協力活動の促進・
助長
５�　移住者に対する援助及び指
導等
６�　開発途上地域等における大
規模な災害に対する国際緊急
援助等

平成15年度
一　般

外　務　大　臣

（国際協力局政策）課　　　　　　

財　務　大　臣
大臣官房政策金
融課，国際局開
発政策課　　　

独立行政法
人国際交流
基金（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国際
交流基金法

（平14. 12. 6 ）法第137号

東京都新宿区
四谷１の６の
４四谷クルー
セ

１�　国際文化交流の目的をもっ
て行う人物の派遣及び招へい
２�　海外における日本研究に対
する援助及びあっせん並びに
日本語の普及
３�　国際文化交流を目的とする
催しの実施，援助及びあっせ
ん並びにこれへの参加
４�　日本文化を海外に紹介する
ための資料その他国際文化交
流に必要な資料の作成，収
集，交換及び頒布
５�　国際文化交流を目的とする
施設の整備に対する援助並び
に国際文化交流のために用い
られる物品の購入に関する援
助及びこれらの物品の贈与
（基金が寄附を受けた物品の
贈与に限る。）
６�　国際文化交流を行うために
必要な調査及び研究
７　上記業務に附帯する業務

平成15年度
一　般

外　務　大　臣

（大臣官房広報文）化外交戦略課　

独立行政法
人酒類総合
研究所（中
期）

出資に
よる権
利

独立行政法人酒類
総合研究所法

（平11. 12. 22 ）法第164号

広島県東広島
市鏡山３の７
の１

酒類に関する高度な分析及び鑑
定を行い，並びに酒類及び酒類
業に関する研究，調査及び情報
提供等を行うことにより，酒税
の適正かつ公平な賦課の実現に
資するとともに，酒類業の健全
な発達を図り，あわせて酒類に
対する国民の認識を高めること

平成13年度
一　般

財　務　大　臣
国税庁課税部酒
税課，鑑定企画
官　　　　　　

独立行政法
人 造 幣 局
（行政）

出資に
よる権
利

独立行政法人造幣
局法

（平14. 5. 10 ）法 第 40 号

大阪府大阪市
北区天満１の
１の79

貨幣の製造等を行うとともに，
貨幣に対する国民の信頼を維持
するために必要な情報の提供を
行うこと等により，通貨制度の
安定に寄与すること，勲章，褒
章，記章及び金属工芸品の製造
等並びに貴金属の品位の証明等
であって，公共上の見地から必
要とされるものを行うこと

平成15年度
一　般

財　務　大　臣

（財務省理財局国）庫課　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人国立印刷
局（行政）

出資に
よる権
利

独立行政法人国立
印刷局法

（平14. 5. 10 ）法 第 41 号

東京都港区虎
ノ門２の２の
５

銀行券の製造を行うとともに，
銀行券に対する国民の信頼を維
持するために必要な情報の提供
を行うこと等により，通貨制度
の安定に寄与すること，官報の
編集，印刷及び普及を行い，並
びに法令全書，白書，調査統計
資料その他の刊行物の編集，印
刷，刊行及び普及を行うこと等
により公共上の見地から行われ
ることが適当な情報の提供を図
るとともに，国債証券，印紙，
郵便切手その他の公共上の見地
から必要な証券及び印刷物の製
造を行うこと等によりその確実
な提供を図ること

平成15年度
一　般

財　務　大　臣

（財務省理財局国）庫課　　　　　

独立行政法
人国立特別
支援教育総
合 研 究 所
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国立
特別支援教育総合
研究所法

（平11. 12. 22 ）法第165号

神奈川県横須
賀市野比５の
１の１

特別支援教育に関する研究のう
ち主として実際的な研究を総合
的に行うこと及び特別支援教育
関係職員に対する専門的，技術
的な研修を行うこと等により特
別支援教育の振興を図る

平成13年度
一　般

文部科学大臣

（初等中等教育局）特別支援教育課

独立行政法
人大学入試
セ ン タ ー
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人大学
入試センター法

（平11. 12. 22 ）法第166号

東京都目黒区
駒場２の19の
23

大学入学共通テストに関し，問
題の作成及び採点その他一括し
て処理することが適当な業務，
並びに大学入試の改善に関する
調査及び研究等を行う

平成13年度
一　般

文部科学大臣
高等教育局大学
振興課大学入試
室　　　　　　

独立行政法
人国立青少
年教育振興
機構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国立
青少年教育振興機
構法

（平11. 12. 22 ）法第167号

東京都渋谷区
代々木神園町
３の１

青少年教育の振興及び健全な青
少年の育成を図ることを目的
に，青少年の団体宿泊訓練その
他の青少年に対する研修，青少
年教育指導者の養成及び資質向
上，青少年教育に関する調査及
び研究，関係機関・団体等との
連携促進，青少年教育団体が行
う活動に対する助成金の交付等
を行う

平成13年度
一　般

文部科学大臣
総合教育政策局
地域学習推進課
青少年教育室　

独立行政法
人国立女性
教 育 会 館
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国立
女性教育会館法

（平11. 12. 22 ）法第168号

埼玉県比企郡
嵐山町菅谷
728

女性教育指導者等に対する研
修，女性教育に関する専門的な
調査及び研究，女性教育に関す
る情報収集・提供等を行うこと
により，女性教育の振興を図
り，もって男女共同参画社会の
形成を促進する

平成13年度
一　般

文部科学大臣
総合教育政策局
男女共同参画共
生社会学習・安
全課　　　　　

独立行政法
人国立科学
博物館（中
期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国立
科学博物館法

（平11. 12. 22 ）法第172号

東京都台東区
上野公園７の
20

博物館を設置して，自然史に関
する科学その他の自然科学及び
その応用に関する調査及び研究
並びにこれらに関する資料の収
集，保管（育成を含む。）及び
公衆への供覧等を行うことによ
り，自然科学及び社会教育の振
興を図る

平成13年度
一　般

文部科学大臣

（文化庁企画調整）課　　　　　　

国立研究開
発 法 人 物
質・材料研
究機構

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
物質・材料研究機
構法

（平11. 12. 22 ）法第173号

茨城県つくば
市千現一丁目
２番地１

物質・材料科学技術に関する基
礎研究及び基盤的研究開発等の
業務を総合的に行うことによ
り，物質・材料科学技術の水準
の向上を図る

平成13年度
一　般

文部科学大臣
研究振興局参事
官（ナノテクノ
ロジー・物質・
材料担当）付　

国立研究開
発法人防災
科学技術研
究所

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
防災科学技術研究
所法

（平11. 12. 22 ）法第174号

茨城県つくば
市天王台３の
１

防災科学技術に関する基礎研究
及び基盤的研究開発等を総合的
に行うことにより，防災科学技
術の水準の向上を図る

平成13年度
一　般

文部科学大臣
研究開発局地震
・防災研究課防
災科学技術推進
室　　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立研究開
発法人量子
科学技術研
究開発機構

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
量子科学技術研究
開発機構法

（平11. 12. 22 ）法第176号

千葉県千葉市
稲毛区穴川４
の９の１

量子科学技術に関する基礎研究
及び量子に関する基盤的研究開
発並びに放射線の人体への影
響，放射線による人体の障害の
予防，診断及び治療並びに放射
線の医学的利用に関する研究開
発等の業務を総合的に行うこと
により，量子科学技術及び放射
線に係る医学に関する科学技術
の水準の向上を図る

平成13年度
一　般

文部科学大臣
科学技術・学術
政策局研究開発
基盤課量子研究
推進室　　　　
（令和３年10月
１日付けで研究
振興局基礎・基
盤研究課量子研
究推進室へ変
更）　　　　　

原子力規制委員会
長官官房放射線
防護グループ放
射線防護企画課

独立行政法
人国立美術
館（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国立
美術館法

（平11. 12. 22 ）法第177号

東京都千代田
区北の丸公園
３の１

美術館を設置して，美術（映画
を含む。）に関する作品その他
の資料を収集し，保管して公衆
の観覧に供するとともに，これ
に関連する調査及び研究並びに
教育及び普及の事業等を行うこ
とにより，芸術その他の文化の
振興を図る

平成13年度
一　般

文部科学大臣

（文化庁企画調整）課　　　　　　

独立行政法
人国立文化
財機構（中
期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国立
文化財機構法

（平11. 12. 22 ）法第178号

東京都台東区
上野公園13の
９

博物館を設置して有形文化財
（文化財保護法（昭和二十五年
法律第二一四号）第二条第一項
第一号に規定する有形文化財を
いう。以下同じ。）を収集し，
保管して公衆の観覧に供すると
ともに，文化財（同項に規定す
る文化財をいう。以下に同じ。）
に関する調査及び研究等を行う
ことにより，貴重な国民的財産
である文化財の保存及び活用を
図る

平成13年度
一　般

文部科学大臣

（文化庁企画調整）課　　　　　　

独立行政法
人教職員支
援機構（中
期）

出資に
よる権
利

独立行政法人教職
員支援機構法

（平12. 5. 26 ）法 第 88 号

茨城県つくば
市立原３

校長，教員その他の学校教育関
係職員に対し，研修の実施，職
務を行うに当たり必要な資質に
関する調査研究及びその成果の
普及その他の支援を行うことに
より，これらの者の資質の向上
を図る

平成13年度
一　般

文部科学大臣

（総合教育政策局）教育人材政策課

国立研究開
発法人科学
技術振興機
構

出資証
券

国立研究開発法人
科学技術振興機構
法

（平14. 12. 13 ）法第158号

埼玉県川口市
本町４の１の
８

新技術の創出に資することとな
る科学技術（人文科学のみに係
るものを除く。）に関する基礎
研究，基盤的研究開発，新技術
の企業化開発等の業務，国立大
学法人（国立大学法人法（平成
15年法律第112号）第２条第１
項に規定する国立大学法人をい
う。第23条第５号において同
じ。）から寄託された資金の運
用の業務，大学に対する研究環
境の整備充実等に関する助成の
業務及び我が国における科学技
術情報に関する中枢的機関とし
ての科学技術情報の流通に関す
る業務その他の科学技術の振興
のための基盤の整備に関する業
務を総合的に行うことにより，
科学技術の振興を図る

平成15年度
一　般
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

文部科学大臣
科学技術・学術
政策局人材政策
課　　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人日本学術
振興会（中
期）

出資に
よる権
利

独立行政法人日本
学術振興会法

（平14. 12. 13 ）法第159号

東京都千代田
区麹町５の３
の１

学術研究の助成，研究者の養成
のための資金の支給，学術に関
する国際交流の促進，その他学
術の振興に関する事業を行う

平成15年度
一　般

文部科学大臣
研究振興局振興
企画課　　　　
（令和３年10月
１日付けで研究
振興局学術研究
推進課へ変更）

国立研究開
発法人理化
学研究所

出資証
券

国立研究開発法人
理化学研究所法

（平14. 12. 13 ）法第160号

埼玉県和光市
広沢２の１

科学技術（人文科学のみに係る
ものを除く。）に関する試験及
び研究等の業務を総合的に行う
（令和３年４月１日付けで「科
学技術に関する試験及び研究等
の業務を総合的に行う」へ変
更）

平成15年度
一　般

文部科学大臣
研究振興局基礎
研究振興課　　
（令和３年10月
１日付けで研究
振興局基礎・基
盤研究課へ変
更）　　　　　

国立研究開
発法人宇宙
航空研究開
発機構

出資証
券

国立研究開発法人
宇宙航空研究開発
機構法

（平14. 12. 13 ）法第161号

東京都調布市
深大寺東町７
の44の１

大学との共同等による宇宙科学
に関する学術研究，宇宙科学技
術（宇宙に関する科学技術をい
う。以下同じ。）に関する基礎
研究及び宇宙に関する基盤的研
究開発並びに人工衛星等の開
発，打上げ，追跡及び運用並び
にこれらに関連する業務を，宇
宙基本法　（平成二十年法律第
四十三号）第二条の宇宙の平和
的利用に関する基本理念にのっ
とり，総合的かつ計画的に行う
とともに，航空科学技術に関す
る基礎研究及び航空に関する基
盤的研究開発並びにこれらに関
連する業務を総合的に行うこと
により，大学等における学術研
究の発展，宇宙科学技術及び航
空科学技術の水準の向上並びに
宇宙の開発及び利用の促進を図
る

平成15年度
一　般

文部科学大臣

（研究開発局宇宙）開発利用課　　

総　務　大　臣

（国際戦略局宇宙）通信政策課　　

内閣総理大臣

（内閣府宇宙開発）戦略推進事務局

経済産業大臣
製造産業局航空
機武器宇宙産業
課宇宙産業室　

独立行政法
人 日 本 ス
ポーツ振興
センター
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人日本
スポーツ振興セン
ター法

（平14. 12. 13 ）法第162号

東京都港区北
青山２の８の
35

スポーツの振興及び児童生徒等
の健康の保持増進を図るため，
スポーツ施設の適切な運営，ス
ポーツの振興のために必要な援
助，その他児童生徒等の健康の
保持増進に関する事業等を行う

平成15年度
一　般

文部科学大臣

（スポーツ庁政策）課　　　　　　

独立行政法
人日本芸術
文化振興会
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人日本
芸術文化振興会法

（平14. 12. 13 ）法第163号

東京都千代田
区隼町４の１

芸術家及び芸術に関する団体が
行う芸術の創造又は普及を図る
ための活動その他の文化の振興
又は普及を図るための活動に対
する援助を行う。我が国古来の
伝統的な芸能の公開，伝承者の
養成，調査研究等を行い，その
保存及び振興を図る。我が国に
おける現代の舞台芸術の公演，
実演家等の研修，調査研究等を
行い，その振興及び普及を図る

平成15年度
一　般

文部科学大臣

（文化庁企画調整）課　　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人日本学生
支 援 機 構
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人日本
学生支援機構法

（平15. 6. 18 ）法 第 94 号

神奈川県横浜
市緑区長津田
町4259

経済的理由により修学に困難が
ある優れた学生等に対しての奨
学金の貸与・給付や留学生等に
対する奨学金の給付及び学生生
活支援に関する情報提供事業等

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局学生）・留学生課　　

国立研究開
発法人海洋
研究開発機
構

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
海洋研究開発機構
法

（平15. 6. 18 ）法 第 95 号

神奈川県横須
賀市夏島町２
の15

平和と福祉の理念に基づき，海
洋に関する基盤的研究開発，海
洋に関する学術研究に関する協
力等の業務を総合的に行うこと
により，海洋科学技術の水準の
向上を図ると共に，学術の発展
に資することを目的とする

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（研究開発局海洋）地球課　　　　

独立行政法
人国立高等
専門学校機
構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国立
高等専門学校機構
法

（平15. 7. 16 ）法第113号

東京都八王子
市東浅川町
701の２

国立高等専門学校を設置・運営
して，学生への支援，機構以外
の者との連携による教育研究活
動，学生以外の者に対する学習
機会の提供等の事業を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局専門）教育課　　　　

独立行政法
人大学改革
支援・学位
授 与 機 構
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人大学
改革支援・学位授
与機構法

（平15 . 7. 16 ）法第114号

東京都小平市
学園西町１の
29の１

大学等の教育研究活動等の状況
についての評価，学位の授与，
国立大学法人等の施設の整備等
に必要な資金の貸付及び交付等

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局高等）教育企画課　　

国立研究開
発法人日本
原子力研究
開発機構

出資証
券

国立研究開発法人
日本原子力研究開
発機構法

（平16. 12. 3 ）法第155号

茨城県那珂郡
東海村大字舟
石川765番地
１

原子力に関する基礎的研究及び
応用の研究並びに核燃料サイク
ルを確立するための高速増殖炉
及びこれに必要な核燃料物質の
開発並びに核燃料物質の再処理
に関する技術及び高レベル放射
性廃棄物の処分等に関する技術
の開発を総合的，計画的かつ効
率的に行うとともに，これらの
成果の普及等を行い，もって人
類社会の福祉及び国民生活の水
準向上に資する原子力の研究，
開発及び利用の促進に寄与する

平成17年度
一　般
　電　発※
※平成19年
度より，電
源開発促進
対策特別会
計と，石油
及びエネル
ギー需給構
造高度化対
策特別会計
はエネル
ギー対策特
別会計へ統
合されてい
る。　　　

文部科学大臣

（研究開発局原子）力課　　　　　

経済産業大臣
資源エネルギー
庁電力・ガス事
業部原子力政策
課　　　　　　

原子力規制委員会
原子力規制庁長
官官房技術基盤
グループ技術基
盤課　　　　　

独立行政法
人勤労者退
職金共済機
構（中期）

出資に
よる権
利

中小企業退職金共
済法

（昭34. 5. 9 ）法第160号

東京都豊島区
東池袋１－24
－１

１�　中小企業退職金共済事業
（附帯する業務を含む）
２�　勤労者財産形成持家融資業
務（附帯する業務を含む）

平成23年度
労　働

厚生労働大臣

（雇用環境・均等）局勤労者生活課
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人高齢・障
害・求職者
雇用支援機
構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人高
齢・障害・求職者
雇用支援機構法

（平14. 12. 13 ）法第165号

千葉県千葉市
美浜区若葉３
の１の２

高年齢者等を雇用する事業主等
に対する給付金の支給，高年齢
者等の雇用に関する技術的事項
についての事業主等に対する相
談その他の援助，障害者の職業
生活における自立を促進するた
めの施設の設置及び運営，障害
者の雇用に伴う経済的負担の調
整の実施その他高年齢者等及び
障害者の雇用を支援するための
業務並びに求職者その他の労働
者の職業能力の開発及び向上を
促進するための施設の設置及び
運営の業務等を行うこと

平成15年度
一　般
労　働

厚生労働大臣

（職業安定局雇用）開発企画課　　

独立行政法
人福祉医療
機構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人福祉
医療機構法

（平14. 12. 13 ）法第166号

年金積立金管理運
用独立行政法人法

（平16. 6. 11 ）法第105号

東京都港区虎
ノ門４の３の
13
ヒューリック
神谷町ビル９
階

社会福祉事業施設及び病院，診
療所等の設置等に必要な資金の
融通並びにこれらの施設に関す
る経営指導，社会福祉事業に関
する必要な助成，社会福祉施設
職員等退職手当共済制度の運
営，心身障害者扶養保険事業等
を行い，もって福祉の増進並び
に医療の普及及び向上を図るこ
とを目的とする。
　また，厚生年金保険制度，国
民年金制度及び労働者災害補償
保険制度に基づき支給される年
金たる給付の受給権を担保とし
て小口の資金の貸付けを行うこ
とを目的とする

平成15年度
一　般
平成16年度
労　働
平成18年度
　厚　生※
　船　員※
　国　民※
※平成19年
度より，厚
生保険特別
会計と国民
年金特別会
計は年金特
別会計へ統
合されてい
る。また，
平成22年１
月より船員
保険特別会
計は廃止さ
れ，年金特
別会計に帰
属している。

平成24年度
復　興

厚生労働大臣
社会・援護局福
祉基盤課，医政
局医療経営支援
課，社会・援護
局障害保健福祉
部企画課，年金
局資金運用課，
労働基準局労災
保険業務課，子
ども家庭局母子
保健課，健康局
難病対策課　　

独立行政法
人国立重度
知的障害者
総合施設の
ぞみの園
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国立
重度知的障害者総
合施設のぞみの園
法

（平14. 12. 13 ）法第167号

群馬県高崎市
寺尾町2120の
２

重度の知的障害者に対する自立
のための先導的・総合的な支援
を提供する施設の設置・運営，
知的障害者の支援に関する調査
研究等

平成15年度
一　般

厚生労働大臣
社会・援護局障
害保健福祉部企
画課施設管理室

独立行政法
人労働政策
研究・研修
機構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人労働
政策研究・研修機
構法

（平14. 12. 13 ）法第169号

東京都練馬区
上石神井４の
８の23

労働政策についての総合的な調
査研究，厚生労働省の労働に関
する事務を担当する職員等に対
する研修等を行う

平成15年度
一　般
労　働

厚生労働大臣

（政策統括官付政）策統括室　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人労働者健
康安全機構
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人労働
者健康安全機構法

（平14. 12. 13 ）法第171号

川崎市中原区
木月住吉町１
番１号

療養施設及び労働者の健康に関
する業務を行う者に対して，研
修，情報の提供，相談その他の
援助を行うための施設の設置及
び運営を行うことにより，労働
者の業務上の負傷又は疾病に関
する療養の向上及び労働者の健
康の保持増進に関する措置の適
切かつ有効な実施を図るととも
に，事業場における災害の予防
に係る事項，労働者の健康の保
持増進に係る事項及び職業性疾
病の病因，診断，予防に係る事
項に関して，臨床で得られた知
見を活用しつつ，総合的な調査
及び研究並びにその成果の普及
を行うことにより，職場におけ
る労働者の安全及び健康の確保
を図るほか，未払賃金の立替払
事業等を行い，もって労働者の
福祉の増進に寄与することを目
的とする。
（令和４年３月31日までの政令
で定める日で主要事業を以下に
変更予定
療養施設及び労働者の健康に関
する業務を行う者に対して研
修，情報の提供，相談その他の
援助を行うための施設の設置及
び運営を行うことにより，労働
者の業務上の負傷又は疾病に関
する療養の向上及び労働者の健
康の保持増進に関する措置の適
切かつ有効な実施を図るととも
に，事業場における災害の予防
に係る事項，労働者の健康の保
持増進に係る事項及び職業性疾
病の病因，診断，予防に係る事
項に関して，臨床で得られた知
見を活用しつつ，総合的な調査
及び研究並びにその成果の普及
を行うことにより，職場におけ
る労働者の安全及び健康の確保
を図るほか，未払賃金の立替払
事業，特定石綿被害建設業務労
働者等に対する給付金の支払等
を行い，もって労働者の福祉の
増進に寄与することを目的とす
る。）

平成16年度
労　働

平成28年度
一　般

厚生労働大臣

（労働基準局安全）衛生部計画課　

独立行政法
人国立病院
機構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国立
病院機構法

（平14. 12. 20 ）法第191号

東京都目黒区
東が丘２の５
の21

医療の提供，医療に関する調査
及び研究並びに技術者の研修等
の業務を行うことにより，国民
の健康に重大な影響のある疾病
に関する医療その他の医療で
あって，国の医療政策として機
構が担うべきものの向上を図
り，もって公衆衛生の向上及び
増進に寄与することを目的とす
る

平成16年度
一　般

厚生労働大臣

（医政局医療経営）支援課　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人医薬品医
療機器総合
機構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人医薬
品医療機器総合機
構法

（平14. 12. 20 ）法第192号

東京都千代田
区霞が関３の
３の２　新霞
が関ビル

医薬品の副作用や生物由来製品
を介した感染等による健康被害
に対して，迅速な救済を図ると
ともに，医薬品や医療機器など
の品質，有効性及び安全性につ
いて，治験前から承認までを一
貫した体制で指導・審査し，市
販後における安全性に関する情
報の収集，分析，提供を行う

平成16年度
一　般

厚生労働大臣

（医薬・生活衛生）局総務課　　　

国立研究開
発法人医薬
基 盤 ・ 健
康・栄養研
究所

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
医薬基盤・健康・
栄養研究所法

（平16. 6. 23 ）法第135号

大阪府茨木市
彩都あさぎ７
の６の８

医薬品技術及び医療機器等技術
に関し，医薬品及び医療機器等
並びに薬用植物その他の生物資
源の開発に資することとなる共
通的な研究，民間等において行
われる研究及び開発の振興等の
業務を行うことにより，医薬品
技術及び医療機器等技術の向上
のための基盤の整備を図るとと
もに，国民の健康の保持及び増
進に関する調査及び研究並びに
国民の栄養その他国民の食生活
に関する調査及び研究等を行う
ことにより，公衆衛生の向上及
び増進を図り，もって国民保健
の向上に資することを目的とす
る。

平成17年度
一　般
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

厚生労働大臣

（大臣官房厚生科）学課　　　　　

内閣総理大臣

（消費者庁食品表）示企画課　　　

独立行政法
人地域医療
機能推進機
構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人地域
医療機能推進機構
法

（平17. 6. 22 ）法 第 71 号

東京都港区高
輪３－22－12

病院，介護老人保健施設等の運
営等を行い，救急医療・災害時
における医療・へき地医療・周
産期医療・小児医療，リハビリ
テーションその他地域において
必要とされる医療及び介護を提
供する機能の確保を図り，もっ
て公衆衛生の向上及び増進並び
に住民福祉の増進に寄与するこ
とを目的とする。

平成17年度
　厚　生※
　国　民※
※平成19年
度より，厚
生保険特別
会計と国民
年金特別会
計は年金特
別会計へ統
合されてい
る。　　　

厚生労働大臣

（医政局医療経営）支援課　　　　

年金積立金
管理運用独
立行政法人
（中期）

出資に
よる権
利

年金積立金管理運
用独立行政法人法

（平16. 6 . 11 ）法第105号

東京都港区虎
ノ門１－23－
１　虎ノ門ヒ
ルズ森タワー
７階

厚生労働大臣から寄託を受けた
年金積立金の管理運用を行うと
ともに，その収益を国庫に納付
することにより，厚生年金保険
事業及び国民年金事業の運営の
安定に資することを目的とする。

平成18年度
　厚　生※
　国　民※
※平成19年
度より，厚
生保険特別
会計と国民
年金特別会
計は年金特
別会計へ統
合されてい
る。　　　

厚生労働大臣

（年金局資金運用）課　　　　　　

国立研究開
発法人国立
がん研究セ
ンター

出資に
よる権
利

高度専門医療に関
する研究等を行う
国立研究開発法人
に関する法律

（平20. 12. 19 ）法 第 93 号

東京都中央区
築地５の１の
１

がんその他の悪性新生物に係る
医療に関し，調査，研究及び技
術の開発並びにこれらの業務に
密接に関連する医療の提供，技
術者の研修等を行うことによ
り，国の医療政策として，がん
その他の悪性新生物に関する高
度かつ専門的な医療の向上を図
り，もって公衆衛生の向上及び
増進に寄与することを目的とす
る

平成22年度
一　般

厚生労働大臣
医政局研究開発
振興課国立高度
専門医療研究セ
ンター支援室　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立研究開
発法人国立
循環器病研
究センター

出資に
よる権
利

高度専門医療に関
する研究等を行う
国立研究開発法人
に関する法律

（平20. 12. 19 ）法 第 93 号

大阪府吹田市
岸部新町６の
１

循環器病に係る医療に関し，調
査，研究及び技術の開発並びに
これらの業務に密接に関連する
医療の提供，技術者の研修等を
行うことにより，国の医療政策
として，循環器病に関する高度
かつ専門的な医療の向上を図
り，もって公衆衛生の向上及び
増進に寄与することを目的とす
る

平成22年度
一　般

厚生労働大臣
医政局研究開発
振興課国立高度
専門医療研究セ
ンター支援室　

国立研究開
発法人国立
精神・神経
医療研究セ
ンター

出資に
よる権
利

高度専門医療に関
する研究等を行う
国立研究開発法人
に関する法律

（平20. 12. 19 ）法 第 93 号

東京都小平市
小川東町４の
１の１

精神疾患，神経疾患，筋疾患及
び知的障害その他の発達の障害
（以下「精神・神経疾患等」と
いう。）に係る医療並びに精神
保健に関し，調査，研究及び技
術の開発並びにこれらの業務に
密接に関連する医療の提供，技
術者の研修等を行うことによ
り，国の医療政策として，精
神・神経疾患等に関する高度か
つ専門的な医療及び精神保健の
向上を図り，もって公衆衛生の
向上及び増進に寄与することを
目的とする

平成22年度
一　般

厚生労働大臣
医政局研究開発
振興課国立高度
専門医療研究セ
ンター支援室　

国立研究開
発法人国立
国際医療研
究センター

出資に
よる権
利

高度専門医療に関
する研究等を行う
国立研究開発法人
に関する法律

（平20. 12. 19 ）法 第 93 号

東京都新宿区
戸山１の21の
１

感染症その他の疾患であって，
その適切な医療の確保のために
海外における症例の収集その他
国際的な調査及び研究を特に必
要とするもの（以下「感染症そ
の他の疾患」という。）に係る
医療並びに医療に係る国際協力
に関し，調査，研究及び技術の
開発並びにこれらの業務に密接
に関連する医療の提供，技術者
の研修等を行うことにより，国
の医療政策として，感染症その
他の疾患に関する高度かつ専門
的な医療，医療に係る国際協力
等の向上を図り，もって公衆衛
生の向上及び増進に寄与するこ
とを目的とする

平成22年度
一　般

厚生労働大臣
医政局研究開発
振興課国立高度
専門医療研究セ
ンター支援室　

国立研究開
発法人国立
成育医療研
究センター

出資に
よる権
利

高度専門医療に関
する研究等を行う
国立研究開発法人
に関する法律

（平20. 12. 19 ）法 第 93 号

東京都世田谷
区大蔵２の10
の１

母性及び父性並びに乳児及び幼
児の難治疾患，生殖器疾患その
他の疾患であって，児童が健や
かに生まれ，かつ，成育するた
めに特に治療を必要とするもの
（以下「成育に係る疾患」とい
う。）に係る医療に関し，調査，
研究及び技術の開発並びにこれ
らの業務に密接に関連する医療
の提供，技術者の研修等を行う
ことにより，国の医療政策とし
て，成育に係る疾患に関する高
度かつ専門的な医療の向上を図
り，もって公衆衛生の向上及び
増進に寄与することを目的とす
る

平成22年度
一　般

厚生労働大臣
医政局研究開発
振興課国立高度
専門医療研究セ
ンター支援室　

93総　　括
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法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立研究開
発法人国立
長寿医療研
究センター

出資に
よる権
利

高度専門医療に関
する研究等を行う
国立研究開発法人
に関する法律

（平20. 12. 19 ）法 第 93 号

愛知県大府市
森岡町７丁目
430

加齢に伴って生ずる心身の変化
及びそれに起因する疾患であっ
て高齢者が自立した日常生活を
営むために特に治療を必要とす
るもの（以下「加齢に伴う疾
患」という。）に係る医療に関
し，調査，研究及び技術の開発
並びにこれらの業務に密接に関
連する医療の提供，技術者の研
修等を行うことにより，国の医
療政策として，加齢に伴う疾患
に関する高度かつ専門的な医療
の向上を図り，もって公衆衛生
の向上及び増進に寄与すること
を目的とする

平成22年度
一　般

厚生労働大臣
医政局研究開発
振興課国立高度
専門医療研究セ
ンター支援室　

独立行政法
人農林水産
消費安全技
術センター
（行政）

出資に
よる権
利

独立行政法人農林
水産消費安全技術
センター法

（平11. 12. 22 ）法第183号

埼玉県さいた
ま市中央区新
都心２の１
さいたま新都
心合同庁舎検
査棟

・農林水産物，飲食料品及び油
脂の品質及び表示に関する調査
及び分析，日本農林規格が定め
られた農林物資及び食品表示基
準が定められた食品の検査等
・肥料及び土壌改良資材の検査
並びに肥料の登録申請に対する
調査等
・飼料及び飼料添加物の検査並
びに特定添加物（飼料添加物の
うち抗生物質製剤）の検定等
・農薬の登録審査及び農薬取締
法の規定に基づく集取・立入検
査等

平成13年度
一　般

農林水産大臣

（消費・安全局総）務課　　　　　

独立行政法
人家畜改良
センター
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人家畜
改良センター法

（平11. 12. 22 ）法第185号

福島県西白河
郡西郷村大字
小田倉字小田
倉原１

家畜の改良・増殖と飼養管理の
改善，飼料作物の種苗の生産・
配布と検査，畜産技術の調査研
究，畜産技術の講習・指導等

平成13年度
一　般

農林水産大臣
生産局畜産部畜
産振興課　　　
（令和３年７月
１日付けで畜産
局畜産振興課へ
変更）　　　　

国立研究開
発 法 人 農
業・食品産
業技術総合
研究機構

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
農業・食品産業技
術総合研究機構法

（平11. 12. 22 ）法第192号

茨城県つくば
市観音台３の
１の１

農業等に関する技術の向上に寄
与するため，農業及び食品産業
に関する技術上の試験及び研究
等を実施するとともに，生物系
特定産業技術の高度化に資する
ため，生物系特定産業技術に関
する基礎的な試験及び研究を行
う。また，適正な農林水産植物
の品種登録の実施を図るための
栽培試験を行うとともに，優良
な種苗の流通の確保を図るため
の農作物の種苗の検査並びにば
れいしょ及びさとうきびの増殖
に必要な種苗の生産及び配布を
行う

平成13年度
一　般
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

農林水産大臣
農林水産技術会
議事務局研究調
整課　　　　　

財　務　大　臣
理財局総務課た
ばこ塩事業室・
国税庁酒税課　

国立研究開
発法人国際
農林水産業
研 究 セ ン
ター

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
国際農林水産業研
究センター法

（平11. 12. 22 ）法第197号

茨城県つくば
市大わし１の
１

熱帯又は亜熱帯に属する地域そ
の他開発途上にある海外の地域
における農林水産業に関する技
術上の試験及び研究，調査，分
析，鑑定並びに講習。また，同
地域における農林水産業に関す
る内外の資料の収集，整理及び
提供等を実施

平成13年度
一　般

農林水産大臣
農林水産技術会
議事務局研究調
整課　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立研究開
発法人森林
研究・整備
機構

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
森林研究・整備機
構法

（平11. 12. 22 ）法第198号

茨城県つくば
市松の里１

・森林及び林業に関する試験及
び研究，調査，分析，鑑定並び
に講習，林木の優良な種苗の生
産及び配布等
・水源を涵養するための森林の
造成
・森林保険

平成13年度
一　般

農林水産大臣
林野庁森林整備
部研究指導課，
整備課，計画課，
農村振興局整備
部農地資源課　

国立研究開
発法人水産
研究・教育
機構

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
水産研究・教育機
構法

（平11. 12. 22 ）法第199号

神奈川県横浜
市神奈川区新
浦島町１－１
－25　テクノ
ウェイブ100
６階

水産に関する技術の向上に寄与
するための試験及び研究等を行
うとともに，さけ類及びます類
のふ化及び放流を行うほか，水
産業を担う人材の育成を図るた
めの水産に関する学理及び技術
の教授を行う。また，海洋水産
資源の開発及び利用の合理化の
ための調査等を行う

平成13年度
一　般

農林水産大臣

（水産庁増殖推進）部研究指導課　

独立行政法
人農畜産業
振 興 機 構
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人農畜
産業振興機構法

（平14. 12. 4 ）法第126号

東京都港区麻
布台２の２の
１

農畜産業及び関連産業の健全な
発展並びに国民消費生活の安定
に寄与することを目的とした，
畜産，野菜，砂糖及びでん粉に
関する経営安定のための補給金
等交付業務及び需給調整・価格
安定業務並びに情報収集提供業
務

平成15年度
一　般

農林水産大臣
生産局総務課
（令和３年７月
１日付けで畜産
局総務課へ変
更）　　　　　

独立行政法
人農林漁業
信 用 基 金
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人農林
漁業信用基金法

（平14. 12. 4 ）法第128号

東京都港区愛
宕二丁目５番
１号愛宕グ
リーンヒルズ
MORIタワー
28階

農業信用基金協会・漁業信用基
金協会が行う債務の保証につい
ての保険，林業者等の債務の保
証，林業経営の基盤強化に必要
な長期・無利子の資金の融通，
農業共済団体等・漁業共済団体
への資金の貸付け等

平成15年度
一　般

農林水産大臣

（経営局金融調整）課　　　　　　

財　務　大　臣

（大臣官房政策金）融課　　　　　

国立研究開
発法人産業
技術総合研
究所

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
産業技術総合研究
所法

（平11. 12. 22 ）法第203号

東京都千代田
区霞が関１の
３の１

産業技術の向上及びその成果の
普及を図り，経済及び産業の発
展並びに鉱物資源及びエネル
ギーの安定的かつ効率的な供給
の確保に資することを目的とし
た鉱工業の科学技術に関する研
究及び開発等の業務

平成13年度
一　般
特　許

経済産業大臣
産業技術環境局
研究開発課産業
技術総合研究所
室　　　　　　

独立行政法
人製品評価
技術基盤機
構（行政）

出資に
よる権
利

独立行政法人製品
評価技術基盤機構
法

（平11. 12. 22 ）法第204号

東京都渋谷区
西原２の49の
10

工業製品等に関する技術上の評
価等並びに工業製品等の品質に
関する情報の収集，評価，整理
及び提供等

平成13年度
一　般

経済産業大臣
産業技術環境局
基準認証政策課
製品評価技術基
盤機構室　　　
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法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立研究開
発法人新エ
ネルギー・
産業技術総
合開発機構

出資証
券

国立研究開発法人
新エネルギー・産
業技術総合開発機
構法

（平14. 12. 11 ）法第145号

神奈川県川崎
市幸区大宮町
1310
ミューザ川崎
セントラルタ
ワー

非化石エネルギー，可燃性天然
ガス及び石炭に関する技術並び
にエネルギー使用合理化のため
の技術並びに鉱工業の技術に関
し，民間の能力を活用して行う
研究開発，民間において行われ
る研究開発の促進，これらの技
術の利用促進等の業務

平成15年度
一　般
　電　発※
　石　油※
　産　投※
※平成19年
度より，電
源開発促進
対策特別会
計と，石油
及びエネル
ギー需給構
造高度化対
策特別会計
はエネルギー
対策特別会
計へ統合さ
れている。
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

経済産業大臣
産業技術環境局
新エネルギー・
産業技術総合開
発機構室　　　

独立行政法
人日本貿易
振 興 機 構
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人日本
貿易振興機構法

（平14. 12. 13 ）法第172号

東京都港区赤
坂１の12の32

貿易の振興に関する事業の総合
的かつ効率的実施並びにアジア
地域等の経済及びこれに関連す
る諸事情について基礎的かつ総
合的な調査研究等

平成15年度
一　般

経済産業大臣

（通商政策局総務）課　　　　　　

独立行政法
人情報処理
推 進 機 構
（中期）

出資に
よる権
利

情報処理の促進に
関する法律

（昭45. 5. 22 ）法 第 90 号

東京都文京区
本駒込２の28
の８

プログラムの開発及び利用の促
進，情報処理に関する安全性及
び信頼性の確保，情報処理シス
テムの高度利用の促進，情報処
理サービス業等を営む者に対す
る助成並びに情報処理に関して
必要な知識及び技能の向上に関
する業務

昭和45年度
一　般
　産　投※
労　働
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

経済産業大臣

（商務情報政策局）総務課　　　　

独立行政法
人石油天然
ガス・金属
鉱物資源機
構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人石油
天然ガス・金属鉱
物資源機構法

（平14. 7. 26 ）法 第 94 号

東京都港区虎
ノ門２の10の
１

石油及び可燃性天然ガスの探鉱
等，石炭の探鉱，地熱の探査並
びに金属鉱物の探鉱等に必要な
資金の供給その他石油及び可燃
性天然ガス資源，石炭資源，地
熱資源並びに金属鉱物資源の開
発を促進するために必要な業務
並びに石油及び金属鉱産物の備
蓄に必要な業務を行い，もって
石油等，石炭，地熱及び金属鉱
産物の安定的かつ低廉な供給に
資するとともに，金属鉱業等に
よる鉱害の防止に必要な資金の
貸付けその他の業務を行い，
もって国民の健康の保護及び生
活環境の保全並びに金属鉱業等
の健全な発展に寄与することを
目的とする。

平成15年度
一　般
　産　投※
　石　油※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。
※平成19年
度より，電
源開発促進
対策特別会
計と，石油
及びエネル
ギー需給構
造高度化対
策特別会計
はエネルギー
対策特別会
計へ統合さ
れている。
平成24年度
復　興

経済産業大臣
資源エネルギー
庁資源・燃料部
政策課　　　　
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法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人中小企業
基盤整備機
構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人中小
企業基盤整備機構
法

（平14. 12. 11 ）法第147号

東京都港区虎
ノ門３の５の
１
虎ノ門37森ビ
ル

中小企業者その他の事業者の事
業活動に必要な助言，研修，資
金の貸付け，出資，助成及び債
務の保証，地域における施設の
整備，共済制度の運営等

平成16年度
一　般
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

平成24年度
復　興

経済産業大臣
中小企業庁長官
官房総務課，経
済産業政策局産
業資金課及び地
域産業基盤整備
課　　　　　　

財　務　大　臣

（大臣官房政策金）融課　　　　　

国立研究開
発法人土木
研究所

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
土木研究所法

（平11. 12. 22 ）法第205号

茨城県つくば
市南原１の６

土木技術（建設技術及び北海道
開発局の所掌事務に関連するそ
の他の技術のうち土木に係るも
の）に関する調査，試験，研究
及び開発並びに指導及び成果の
普及，委託に基づき実施する土
木技術に関する調査，試験，研
究，開発及び検定等

平成13年度
一　般
　道　路※
　治　水※
平成18年度
　港　湾※
　土　改※
※平成20年
度より，道
路整備特別
会計，港湾
整備特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。
※平成20年
度より，国営
土地改良事
業特別会計，
治水特別会
計は一般会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣

（大臣官房技術調）査課　　　　　

農林水産大臣
農林水産技術会
議事務局研究調
整課　　　　　

国立研究開
発法人建築
研究所

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
建築研究所法

（平11. 12. 22 ）法第206号

茨城県つくば
市立原１

建築・都市計画技術に関する調
査，試験，研究，開発，指導及
び成果の普及，委託に基づき行
う建築物，その敷地及び建築資
材についての特別な調査，試
験，研究及び開発等，地震工学
に関する研修生の研修等

平成13年度
一　般

国土交通大臣

（大臣官房技術調）査課　　　　　

国立研究開
発 法 人 海
上・港湾・
航空技術研
究所

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
海上・港湾・航空
技術研究所法

（平11. 12. 22 ）法第208号

東京都三鷹市
新川６の38の
１

船舶に係る技術並びに当該技術
を活用した海洋の利用及び海洋
汚染の防止に係る技術，港湾及
び空港の整備等に関する技術並
びに電子航法に関する調査，研
究及び開発等を行う

平成13年度
一　般

国土交通大臣

（総合政策局技術）政策課　　　　

独立行政法
人海技教育
機構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人海技
教育機構法

（平11. 12. 22 ）法第214号

神奈川県横浜
市中区北仲通
５の57　横浜
第２合同庁舎
20階

船員となろうとする者及び船員
（船員であった者を含む。）に対
し，船舶の運航に関する学術及
び技能を教授し，並びに航海訓
練を行うこと等

平成13年度
一　般

国土交通大臣
（海事局海技課）
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人航空大学
校（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人航空
大学校法

（平11. 12. 22 ）法第215号

宮崎県宮崎市
大字赤江字飛
江田652の２

航空機の操縦に関する学科及び
技能を教授し，航空機の操縦に
従事する者を養成する

平成13年度
一　般
　空　港※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。ま
た，平成26
年度より，
社会資本整
備事業特別
会計は一般
会計及び自
動車安全特
別会計へ統
合されてい
る。　　　

国土交通大臣

（航空局安全部運）航安全課　　　

独立行政法
人自動車技
術総合機構
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人自動
車技術総合機構法

（平11. 12. 22 ）法第218号

東京都新宿区
四谷本塩町４
－41
住友生命四谷
ビル４階

・自動車の検査に関する事務の
うち，道路運送車両法に規定す
る保安基準の適合審査
・運輸技術のうち陸上運送及び
航空運送に関する安全の確保，
環境の保全及び燃料資源の有効
な利用の確保に係るものに関す
る試験，調査，研究及び開発，
自動車及び自動車の装置の保安
基準適合性の審査，リコールの
技術的検証
・自動車の登録に係る事実の確
認をするために必要な調査

平成14年度
一　般
　車　検※
※平成20年
度より，自
動車検査登
録特別会計
と，自動車
損害賠償保
障事業特別
会計は自動
車安全特別
会計に統合
されている。

国土交通大臣

（自動車局技術・）環境政策課　　

独立行政法
人 鉄 道 建
設・運輸施
設整備支援
機構（中期）

出資に
よる権
利

独 立 行 政 法 人
鉄道建設・運輸施
設整備支援機構法

（平14. 12. 18 ）法第180号

神奈川県横浜
市中区本町６
の50の１

新幹線鉄道等の鉄道施設の建
設，貸付け等，海外の高速鉄道
に関する調査等，船舶の共有建
造，持続的な地域旅客運送サー
ビスの提供の確保を図る事業へ
の出資等，複数の輸送モードの
結節を行う機能等を有する一定
規模の物流拠点施設の整備に対
する資金の貸付け，鉄道施設整
備を行う鉄道事業者等に対する
補助金等の交付，　旧国鉄職員
の年金等の給付に要する費用等
の支払等

平成15年度
一　般
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

国土交通大臣
鉄道局鉄道事業
課，国際課，都
市鉄道政策課，
海事局総務課，
内航課，総合
政策局地域交
通課，物流政策
課　　　　　　

独立行政法
人国際観光
振興機構
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人国際
観光振興機構法

（平14. 12. 18 ）法第181号

東京都新宿区
四谷１の６の
４四谷クルー
セ

海外における観光宣伝，外国人
観光旅客に対する観光案内その
他外国人観光旅客の来訪の促進
に必要な業務等

平成15年度
一　般

国土交通大臣

（観光庁国際観光）課　　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人水資源機
構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人水資
源機構法

（平14. 12. 18 ）法第182号

埼玉県さいた
ま市中央区新
都心11の２

水資源開発基本計画に基づく水
資源の開発又は利用のための施
設の改築等及び水資源開発施設
等の管理等

平成15年度
一　般

国土交通大臣
水管理・国土保
全局水資源部水
資源政策課，河
川環境課，治水
課　　　　　　

厚生労働大臣

（医薬・生活衛生）局水道課　　　

農林水産大臣
農村振興局整備
部水資源課水資
源機構業務班　

経済産業大臣
経済産業政策局
地域経済産業グ
ループ地域産業
基盤整備課　　

独立行政法
人自動車事
故対策機構
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人自動
車事故対策機構法

（平14. 12. 18 ）法第183号

東京都墨田区
錦糸３の２の
１　 ア ル カ
イースト19階

自動車事故の防止対策（運行管
理者等の指導講習，運転者の適
性診断，自動車の安全情報の提
供等）並びに自動車事故による
被害者の保護対策（交通遺児等
に対する貸付け，介護料の支
給，療護施設の設置及び運営
等）

平成15年度
　自　賠※
※平成20年
度より自動
車検査登録
特 別 会 計
と，自動車
損害賠償保
障事業特別
会計は自動
車安全特別
会計に統合
されている。

国土交通大臣

（自動車局保障制）度参事官室　　

独立行政法
人空港周辺
整備機構
（中期）

出資に
よる権
利

公共用飛行場周辺
における航空機騒
音による障害の防
止等に関する法律

（昭42. 8. 1 ）法第110号

福岡県福岡市
博多区博多駅
東２丁目17番
５号

周辺整備空港（福岡空港）の周
辺地域における航空機騒音によ
り生ずる障害の防止及び軽減を
図るための事業

平成15年度
　空　港※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣
航空局航空ネッ
トワーク部空港
業務課　　　　
（令和３年４月
１日付けで航空
局航空ネット
ワーク部航空戦
略室へ変更）　
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法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

独立行政法
人都市再生
機構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人都市
再生機構法

（平15. 6. 20 ）法第100号

神奈川県横浜
市中区本町６
の50の１

機能的な都市活動及び豊かな都
市生活を営む基盤の整備が社会
経済情勢の変化に対応して十分
に行われていない大都市及び地
域社会の中心となる都市におけ
る市街地の整備改善及び賃貸住
宅の供給の支援に関する業務等

平成16年度
一　般
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

国土交通大臣
住宅局総務課民
間事業支援調整
室，住宅局住宅
総合整備課，都
市局まちづくり
推進課　　　　

独立行政法
人奄美群島
振興開発基
金（中期）

出資に
よる権
利

奄美群島振興開発
特別措置法

（昭29. 6. 21 ）法第189号

鹿児島県奄美
市名瀬港町１
の５

奄美群島の振興開発事業に必要
な金融の円滑化を図るための信
用保証業務及び小口の事業資金
の貸付け等

昭和30年度
一　般
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

国土交通大臣

（国土政策局特別）地域振興官　　

財　務　大　臣

（大臣官房政策金）融課　　　　　

独立行政法
人日本高速
道路保有・
債務返済機
構（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人日本
高速道路保有・債
務返済機構法

（平16. 6. 9 ）法第100号

神奈川県横浜
市西区高島１
の１の２

高速道路に係る道路資産を保有
し，これを会社に貸し付けるこ
と等

平成17年度
一　般
　道　路※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣
道路局総務課高
速道路経営管理
室　　　　　　

独立行政法
人住宅金融
支 援 機 構
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人住宅
金融支援機構法

（平17. 7. 6 ）法 第 82 号

東京都文京区
後楽１の４の
10

一般の金融機関による住宅の建
設等に必要な資金の融通を支援
するための貸付債権の譲受け等
を行うほか，一般の金融機関に
よる融通を補完するための災害
復興建築物の建設等に必要な資
金の貸付等

平成19年度
一　般
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

国土交通大臣

（住宅局総務課住）宅金融室　　　

財　務　大　臣

（大臣官房政策金）融課　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立研究開
発法人国立
環境研究所

出資に
よる権
利

国立研究開発法人
国立環境研究所法

（平11. 12. 22 ）法第216号

茨城県つくば
市小野川16の
２

１�．環境の状況の把握に関する
研究，人の活動が環境に及ぼ
す影響に関する研究，人の活
動による環境の変化が人の健
康に及ぼす影響に関する研
究，環境への負荷を低減する
ための方策に関する研究その
他環境の保全に関する調査及
び研究（水俣病に関する総合
的な調査及び研究を除く。）
２�．環境の保全に関する国内及
び国外の情報（水俣病に関す
るものを除く。）の収集，整
理及び提供
３�．気候変動適応法（平成30年
法律第50号）第11条第１項に
規定する業務　等

平成13年度
一　般

環　境　大　臣

（大臣官房総合政）策課　　　　　

独立行政法
人環境再生
保 全 機 構
（中期）

出資に
よる権
利

独立行政法人環境
再生保全機構法

（平15. 5. 16 ）法 第 43 号

神奈川県川崎
市幸区大宮町
1310ミューザ
川崎セントラ
ルタワー８階

公害に係る健康被害の補償及び
予防，民間団体が行う環境の保
全に関する活動の支援，ポリ塩
化ビフェニル廃棄物の処理の円
滑な実施の支援，維持管理積立
金の管理，石綿による健康被害
の救済，研究機関の能力を活用
して行う環境の保全に関する研
究及び技術開発等

平成16年度
一　般

環　境　大　臣

（大臣官房総合政）策課　　　　　

農林水産大臣
大臣官房政策課
環境政策室　　
（令和３年７月
１日付けで大臣
官房環境バイオ
マス政策課へ変
更）　　　　　

経済産業大臣

（産業技術環境局）環境政策課　　

国土交通大臣

（総合政策局環境）政策課　　　　

独立行政法
人駐留軍等
労働者労務
管 理 機 構
（行政）

出資に
よる権
利

独立行政法人駐留
軍等労働者労務管
理機構法

（平11. 12. 22 ）法第217号

東京都港区三
田３－13－12
三田MTビル

駐留軍等労働者の雇入れ，提
供，労務管理，給与，福利厚生
等

平成14年度
一　般

防　衛　大　臣

（地方協力局労務）管理課　　　　

４．国立大学法人

国立大学法
人北海道大
学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

北海道札幌市
北区北８条西
５

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人北海道教
育大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

北海道札幌市
北区あいの里
５条３の１の
３

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人室蘭工業
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

北海道室蘭市
水元町27の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人小樽商科
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

北海道小樽市
緑３の５の21

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

101総　　括



14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立大学法
人帯広畜産
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

北海道帯広市
稲田町西２線
11

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人旭川医科
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

北海道旭川市
緑が丘東２条
１の１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人北見工業
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

北海道北見市
公園町165

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人弘前大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

青森県弘前市
文京町１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度�
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人岩手大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

岩手県盛岡市
上田３の18の
８

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人東北大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

宮城県仙台市
青葉区片平２
の１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人宮城教育
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

宮城県仙台市
青葉区荒巻字
青葉149

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人秋田大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

秋田県秋田市
手形学園町１
の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人山形大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

山形県山形市
小白川町１の
４の12

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人福島大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

福島県福島市
金谷川１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人茨城大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

茨城県水戸市
文京２の１の
１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人筑波大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

茨城県つくば
市天王台１の
１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人筑波技術
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

茨城県つくば
市天久保４の
３の15

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成17年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立大学法
人宇都宮大
学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

栃木県宇都宮
市峰町350

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人群馬大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

群馬県前橋市
荒牧町４の２

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人埼玉大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

埼玉県さいた
ま市桜区下大
久保255

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人千葉大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

千葉県千葉市
稲毛区弥生町
１の33

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人東京大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都文京区
本郷７の３の
１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人東京医科
歯科大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都文京区
湯島１の５の
45

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人東京外国
語大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都府中市
朝日町３の11
の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人東京学芸
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都小金井
市貫井北町４
の１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人東京農工
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都府中市
晴見町３の８
の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人東京芸術
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都台東区
上野公園12の
８

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人東京工業
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都目黒区
大岡山２の12
の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人東京海洋
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都港区港
南４の５の７

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人お茶の水
女子大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都文京区
大塚２の１の
１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人電気通信
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都調布市
調布ケ丘１の
５の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立大学法
人一橋大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都国立市
中２の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度�
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人横浜国立
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

神奈川県横浜
市保土ヶ谷区
常盤台79の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人新潟大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

新潟県新潟市
西区五十嵐２
の町8050

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人長岡技術
科学大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

新潟県長岡市
上富岡町1603
の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人上越教育
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

新潟県上越市
山屋敷町１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人富山大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

富山県富山市
五福3190

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成17年度�
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人金沢大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

石川県金沢市
角間町

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人福井大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

福井県福井市
文京３の９の
１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人山梨大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

山梨県甲府市
武田４の４の
37

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人信州大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

長野県松本市
旭３の１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人静岡大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

静岡県静岡市
駿河区大谷
836

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人浜松医科
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

静岡県浜松市
東区半田山１
の20の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人東海国立
大学機構

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

愛知県名古屋
市千種区不老
町

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人愛知教育
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

愛知県刈谷市
井ヶ谷町広沢
１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立大学法
人名古屋工
業大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

愛知県名古屋
市昭和区御器
所町

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人豊橋技術
科学大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

愛知県豊橋市
天伯町雲雀ヶ
丘１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人三重大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

三重県津市栗
真町屋町1577

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人滋賀大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

滋賀県彦根市
馬場１の１の
１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人滋賀医科
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

滋賀県大津市
瀬田月輪町

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人京都大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

京都府京都市
左京区吉田本
町

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人京都教育
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

京都府京都市
伏見区深草藤
森町１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人京都工芸
繊維大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

京都府京都市
左京区松ヶ崎
橋上町

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人大阪大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

大阪府吹田市
山田丘１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人大阪教育
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

大阪府柏原市
旭ヶ丘４の
698の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人兵庫教育
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

兵庫県加東市
下久米942の
１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人神戸大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

兵庫県神戸市
灘区六甲台町
１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人奈良教育
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

奈良県奈良市
高畑町

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度�
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人奈良女子
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

奈良県奈良市
北魚屋東町

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立大学法
人和歌山大
学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

和歌山県和歌
山市栄谷930

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人鳥取大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

鳥取県鳥取市
湖山町南４の
101

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人島根大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

島根県松江市
西川津町1060

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人岡山大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

岡山県岡山市
北区津島中１
の１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人広島大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

広島県東広島
市鏡山１の３
の２

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人山口大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

山口県山口市
吉田1677の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人徳島大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

徳島県徳島市
新蔵町２の24

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人鳴門教育
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

徳島県鳴門市
鳴門町高島字
中島748

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人香川大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

香川県高松市
幸町１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人愛媛大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

愛媛県松山市
道後樋又10の
13

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人高知大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

高知県高知市
曙町２の５の
１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人福岡教育
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

福岡県宗像市
赤間文教町１
の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人九州大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

福岡県福岡市
西区元岡744

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度�
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人九州工業
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

福岡県北九州
市戸畑区仙水
町１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課
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法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

国立大学法
人佐賀大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

佐賀県佐賀市
本庄町１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度�
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人長崎大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

長崎県長崎市
文教町１の14

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人熊本大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

熊本県熊本市
中央区黒髪２
の39の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人大分大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

大分県大分市
大字旦野原
700

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人宮崎大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

宮崎県宮崎市
学園木花台西
１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人鹿児島大
学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

鹿児島県鹿児
島市郡元１の
21の24

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人鹿屋体育
大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

鹿児島県鹿屋
市白水町１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人琉球大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

沖縄県中頭郡
西原町字千原
１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人政策研究
大学院大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都港区六
本木７の22の
１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人総合研究
大学院大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

神奈川県三浦
郡葉山町（湘
南国際村）

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人北陸先端
科学技術大
学院大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

石川県能美市
旭台１の１

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

国立大学法
人奈良先端
科学技術大
学院大学

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

奈良県生駒市
高山町8916の
５

国立大学を設置・運営し，教育
研究，学生相談，受託・共同研
究，公開講座の開設及び研究成
果の普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣

（高等教育局国立）大学法人支援課

５．大学共同利用機関法人

大学共同利
用機関法人
人間文化研
究機構

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都立川市
緑町10番３

大学共同利用機関を設置・運営
し，施設及び設備等を大学教員
等の利用に供すること，大学院
等の教育への協力，研究成果の
普及・活用促進等を行う

平成16年度
一　般

文部科学大臣
研究振興局学術
機関課　　　　
（令和３年10月
１日付けで研究
振興局大学研究
基盤整備課へ変
更）　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

大学共同利
用機関法人
自然科学研
究機構

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都三鷹市
大沢２の21の
１

大学共同利用機関を設置・運営
し，施設及び設備等を大学教員
等の利用に供すること，大学院
等の教育への協力，研究成果の
普及・活用促進等を行う

平成16年度�
一　般

文部科学大臣
研究振興局学術
機関課　　　　
（令和３年10月１
日付けで研究振
興局大学研究基
盤整備課へ変
更）　　　　　

大学共同利
用機関法人
高 エ ネ ル
ギー加速器
研究機構

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

茨城県つくば
市大穂１の１

大学共同利用機関を設置・運営
し，施設及び設備等を大学教員
等の利用に供すること，大学院
等の教育への協力，研究成果の
普及・活用促進等を行う

平成16年度�
一　般

文部科学大臣
研究振興局学術
機関課　　　　
（令和３年10月
１日付けで研究
振興局大学研究
基盤整備課へ変
更）　　　　　

大学共同利
用機関法人
情報・シス
テム研究機
構

出資に
よる権
利

国立大学法人法

（平15. 7. 16 ）法第112号

東京都立川市
緑町10番３

大学共同利用機関を設置・運営
し，施設及び設備等を大学教員
等の利用に供すること，大学院
等の教育への協力，研究成果の
普及・活用促進等を行う

平成16年度�
一　般

文部科学大臣
研究振興局学術
機関課　　　　
（令和３年10月
１日付けで研究
振興局大学研究
基盤整備課へ変
更）　　　　　

６．特 殊 会 社

日本電信電
話株式会社 株　式

日本電信電話株式
会社等に関する法
律

（昭59. 12. 25 ）法 第 85 号

東京都千代田
区大手町一丁
目５番１号　
大手町ファー
ストスクエア
イーストタ
ワー

地域会社が発行する株式の引受
け，保有，当該株式の株主とし
ての権利の行使，地域会社に対
する必要な助言，あっせんその
他の援助及び基盤的研究開発

昭和60年度
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

総 務 大 臣
総合通信基盤局
電気通信事業部
事業政策課　　

日本たばこ
産業株式会
社

株　式

日本たばこ産業株
式会社法

（昭59. 8. 10 ）法 第 69 号

東京都港区虎
ノ門４の１の
１神谷町トラ
ストタワー

製造たばこの製造，販売及び輸
入の事業等

昭和60年度
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

財　務　大　臣

（理財局総務課た）ばこ塩事業室　

日本郵政株
式会社 株　式

郵政民営化法

（平17. 10. 21 ）法 第 97 号

東京都千代田
区大手町二丁
目３番１号

日本郵便株式会社が発行する株
式の引受け及び保有，同社の経
営の基本方針の策定及びその実
施の確保，同社の株主としての
権利の行使等

平成17年度
一　般

総 務 大 臣
情報流通行政局
郵政行政部企画
課　　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

中部国際空
港株式会社 株　式

中部国際空港の設
置及び管理に関す
る法律

（平10. 3. 31 ）法 第 36 号

愛知県常滑市
セントレア１
の１

中部国際空港の設置及び管理等

平成10年度
　空　港※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣
航空局航空ネッ
トワーク部近畿
圏・中部圏空港
政策室　　　　

成田国際空
港株式会社 株　式

成田国際空港株式
会社法

（平15. 7. 18 ）法第124号

千葉県成田市
古込字古込１
の１

成田国際空港の設置及び管理等

平成16年度
一　般
　空　港※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣
航空局航空ネッ
トワーク部首都
圏空港課　　　

東京地下鉄
株式会社 株　式

東京地下鉄株式会
社法

（平14. 12. 18 ）法第188号

東京都台東区
東上野三丁目
19番６号

東京都の特別区の存する区域及
びその付近の主として地下にお
ける鉄道事業等

平成16年度
国　債

国土交通大臣

（鉄道局都市鉄道）政策課　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

中間貯蔵・
環境安全事
業株式会社

株　式

中間貯蔵・環境安
全事業株式会社法

（平15. 5. 16 ）法 第 44 号

東京都港区芝
１の７の17住
友不動産芝ビ
ル３号館４階

中間貯蔵に係る事業（除去土壌
等の保管又は処分，収集及び運
搬，それらの事業に関する情報
及び技術的知識の提供並びに調
査研究及び技術開発），ポリ塩
化ビフェニル廃棄物の処理に係
る事業，環境の保全に関する情
報又は技術的知識を提供する事
業等

平成16年度
一　般
平成26年度
復　興

環　境　大　臣

（大臣官房総合政）策課　　　　　

東日本高速
道路株式会
社

株　式

高速道路株式会社
法

（平16. 6. 9 ）法 第 99 号

東京都千代田
区霞が関３の
３の２

道路整備特別措置法に基づき行
う高速道路の新設又は改築等

平成17年度
一　般
　道　路※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣
道路局総務課高
速道路経営管理
室　　　　　　

首都高速道
路株式会社 株　式

高速道路株式会社
法

（平16. 6. 9 ）法 第 99 号

東京都千代田
区霞が関１の
４の１

道路整備特別措置法に基づき行
う高速道路の新設又は改築等

平成17年度
　道　路※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣
道路局総務課高
速道路経営管理
室　　　　　　
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法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

中日本高速
道路株式会
社

株　式

高速道路株式会社
法

（平16. 6. 9 ）法 第 99 号

愛知県名古屋
市中区錦２の
18の19

道路整備特別措置法に基づき行
う高速道路の新設又は改築等

平成17年度
一　般
　道　路※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣
道路局総務課高
速道路経営管理
室　　　　　　

西日本高速
道路株式会
社

株　式

高速道路株式会社
法

（平16. 6. 9 ）法 第 99 号

大阪府大阪市
北区堂島１の
６の20

道路整備特別措置法に基づき行
う高速道路の新設又は改築等

平成17年度
一　般
　道　路※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣
道路局総務課高
速道路経営管理
室　　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

阪神高速道
路株式会社 株　式

高速道路株式会社
法

（平16. 6. 9 ）法 第 99 号

大阪府大阪市
北区中之島３
の２の４

道路整備特別措置法に基づき行
う高速道路の新設又は改築等

平成17年度
　道　路※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣
道路局総務課高
速道路経営管理
室　　　　　　

本州四国連
絡高速道路
株式会社

株　式

高速道路株式会社
法

（平16. 6. 9 ）法 第 99 号

兵庫県神戸市
中央区小野柄
通４の１の22

道路整備特別措置法に基づき行
う高速道路の新設又は改築等

平成17年度
　道　路※
※平成20年
度より，空
港整備特別
会計，道路
整備特別会
計，治水特
別会計，港
湾整備特別
会計及び都
市開発資金
融通特別会
計は社会資
本整備事業
特別会計へ
統合されて
いる。また，
平成26年度
より，社会
資本整備事
業特別会計
は一般会計
及び自動車
安全特別会
計へ統合さ
れている。

国土交通大臣
道路局総務課高
速道路経営管理
室　　　　　　

日 本 ア ル
コール産業
株式会社

株　式

日本アルコール産
業株式会社法

（平17. 4. 20 ）法 第 32 号

東京都中央区
日本橋小舟町
６－６　小倉
ビル６階

アルコールの製造及び販売の事
業等

平成18年度
一般

経済産業大臣
製造産業局素材
産業課アルコー
ル室　　　　　
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14.　政　　府　　出　　資　　法 人　　の　　概　　要（令和３年３月31日現在）（続）

法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

株式会社日
本政策金融
公庫

株　式

株式会社日本政策
金融公庫法

（平19. 5. 25 ）法 第 57 号

東京都千代田
区大手町１の
９の４

一般の金融機関が行う金融を補
完することを旨としつつ，国民
一般，中小企業者及び農林水産
業者の資金調達を支援するため
の金融の機能を担うとともに，
内外の金融秩序の混乱又は大規
模な災害，テロリズム若しくは
感染症等による被害に対処する
ために必要な金融を行うほか，
当該必要な金融が銀行その他の
金融機関により迅速かつ円滑に
行われることを可能とし，もっ
て国民生活の向上に寄与するこ
と

平成20年度
一　般
財　投
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

平成24年度
復　興

財　務　大　臣

（大臣官房政策金）融課　　　　　

厚生労働大臣

（医薬・生活衛生）局生活衛生課　

農林水産大臣

（経営局金融調整）課　　　　　　

経済産業大臣
中小企業庁事業
環境部金融課，
経済産業政策局
産業資金課，経
済産業政策局産
業創造課，商務
情報政策局情報
産業課　　　　

国土交通大臣
海事局外航課，
海事局船舶産業
課　　　　　　

株式会社日
本政策投資
銀行

株　式
株式会社日本政策
投資銀行法

（平19. 6. 13 ）法 第 85 号

東京都千代田
区大手町１の
９の６

長期の事業資金に係る投融資等 平成20年度
財　投

財　務　大　臣

（大臣官房政策金）融課　　　　　

輸出入・港
湾関連情報
処 理 セ ン
ター株式会
社

株　式

電子情報処理組織
による輸出入等関
連業務の処理等に
関する法律

（昭52. 5. 31 ）法 第 54 号

東京都港区浜
松町１丁目３
番１号浜離宮
ザ　タワー事
務所棟６階

輸出入等関連業務を迅速かつ的
確に処理するため，これに必要
な「輸出入・港湾関連情報処理
システム」の運営に関する業務
等

平成20年度
一　般

財　務　大　臣

（関税局総務課事）務管理室　　　

株式会社商
工組合中央
金庫

株　式

株式会社商工組合
中央金庫法

（平19. 6. 1 ）法 第 74 号

東京都中央区
八重洲２の10
の17

中小企業等協同組合，中小規模
の事業者を構成員とする団体並
びにその構成員等を対象とする
金融業務

平成20年度
　産　投※
※平成20年
度より，産
業投資特別
会計は財政
投融資特別
会計へ統合
されている。

経済産業大臣

（中小企業庁事業）環境部金融課　

財　務　大　臣

（大臣官房政策金）融課　　　　　

金 融 庁 長 官

（監督局総務課協）同組織金融室　

株式会社産
業革新投資
機構

株　式
産業競争力強化法

（平25. 12. 11 ）法 第 98 号

東京都港区虎
ノ門一丁目３
番１号

オープンイノベーションを推進
するため，特定投資事業者及び
特定事業活動に対し投資をはじ
めとする資金供給その他の支援
等を行う

平成21年度
財　投

経済産業大臣

（経済産業政策局）産業資金課　　

株式会社国
際協力銀行 株　式

株式会社国際協力
銀行法

（平23. 5. 2 ）法 第 39 号

東京都千代田
区大手町一丁
目４番１号

一般の金融機関が行う金融を補
完することを旨としつつ，我が
国にとって重要な資源の海外に
おける開発及び取得を促進し，
我が国の産業の国際競争力の維
持及び向上を図り，並びに地球
温暖化の防止等の地球環境の保
全を目的とする海外における事
業を促進するための金融の機能
を担うとともに，国際金融秩序
の混乱の防止又はその被害への
対処に必要な金融を行い，もっ
て我が国及び国際経済社会の健
全な発展に寄与すること

平成24年度
一　般
財　投

財　務　大　臣
大臣官房政策金
融課，国際局開
発政策課　　　
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法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

新関西国際
空港株式会
社

株　式

関西国際空港及び
大阪国際空港の一
体的かつ効率的な
設置及び管理に関
する法律

（平23. 5. 25 ）法 第 54 号

大阪府泉南郡
田尻町泉州空
港中１番地

関西国際空港と大阪国際空港の
設置及び管理等

平成24年度
財　投
　社　資※
※平成26年
度より，社
会資本整備
事業特別会
計は一般会
計及び自動
車安全特別
会計へ統合
されている。

国土交通大臣
航空局航空ネッ
トワーク部近畿
圏・中部圏空港
政策室　　　　
（令和３年４月
１日付けで航空
局航空ネット
ワーク部近畿
圏・中部圏空港
課へ変更）　　

株式会社農
林漁業成長
産業化支援
機構

株　式

株式会社農林漁業
成長産業化支援機
構法

（平24. 9. 5 ）法 第 83 号

東京都千代田
区麹町２－１
PMO半蔵門
５階
（令和３年11
月１日より東
京都千代田区
神田駿河台三
丁目２番地１
　新御茶ノ水
アーバントリ
ニティビル２
階へ移転）

我が国農林漁業が農林漁業者の
所得を確保し，農山漁村におい
て雇用機会を創出することがで
きる成長産業となるようにする
ため，農林漁業者が主体となっ
て新たな事業分野を開拓する事
業活動等に対する資金供給等

平成24年度
財　投

農林水産大臣
食料産業局産業
連携課　　　　
（令和３年７月
１日付けで大臣
官房新事業・食
品産業部新事
業・食品産業政
策課へ変更）　

株式会社民
間資金等活
用事業推進
機構

株　式

民間資金等の活用
による公共施設等
の整備等の促進に
関する法律

（平25. 6. 12 ）法 第 34 号

東京都千代田
区大手町一丁
目６番１号　
大手町ビル８
階

特定選定事業（選定事業であっ
て，利用料金を徴収する公共施
設等の整備等を行い，利用料金
を自らの収入として収受するも
のをいう。）又は特定選定事業
を支援する事業を実施する者に
対し，金融機関が行う金融及び
民間の投資を補完するための資
金の供給を行うこと等

平成25年度
財　投

内閣総理大臣

（民間資金等活用）事業推進室　　

株式会社海
外需要開拓
支援機構

株　式

株式会社海外需要
開拓支援機構法

（平25 . 6. 19 ）法 第 51 号

東京都港区六
本木六丁目10
番１号　六本
木ヒルズ森タ
ワー17Ｆ

「日本の魅力」を産業化し，海
外需要を獲得するため，リスク
マネーの供給を中核とした支援
を行い，将来的には民間部門だ
けで継続的に事業展開できるよ
うな基盤を整備すること等

平成25年度
財　投

経済産業大臣
商務・サービス
グループクール
ジャパン政策課

阪神国際港
湾株式会社 株　式

港湾法

（昭25. 5. 31 ）法第218号

兵庫県神戸市
中央区御幸通
８丁目１番６
号　神戸国際
会館20Ｆ

外貿埠頭並びにフェリー埠頭等
の建設，賃貸及び管理運営等

平成26年度
一　般

国土交通大臣

（港湾局港湾経済）課　　　　　　

株式会社海
外交通・都
市開発事業
支援機構

株　式

株式会社海外交
通・都市開発事業
支援機構法

（平26. 4. 18 ）法 第 24 号

東京都千代田
区丸の内２丁
目２番３号　
丸の内仲通り
ビル９Ｆ

我が国に蓄積された知識，技術
及び経験を活用して海外におい
て交通事業若しくは都市開発事
業又はこれらの事業を支援する
事業を行う者等に対する資金の
供給，専門家の派遣その他の支
援等

平成26年度
財　投

国土交通大臣
総合政策局国際
政策課・海外プ
ロジェクト推進
課　　　　　　

株式会社海
外通信・放
送・郵便事
業支援機構

株　式

株式会社海外通
信・放送・郵便事
業支援機構法

（平27. 6. 5 ）法 第 35 号

東京都千代田
区内幸町１丁
目２番１号　
日土地内幸町
ビル10Ｆ

我が国の事業者に蓄積された知
識，技術及び経験を活用して海
外において通信・放送・郵便事
業を行う者等に対する資金供給
その他の支援等

平成27年度
財　投

総　務　大　臣

（国際戦略局国際）戦略課　　　　

横浜川崎国
際港湾株式
会社

株　式
港湾法

（昭25. 5. 31 ）法第218号

神奈川県横浜
市西区みなと
みらい二丁目
３番１号　ク
イーンズタ
ワーＡ棟14Ｆ

コンテナターミナル施設及び関
連施設の建設，賃貸，管理及び
運営等

平成27年度
一　般

国土交通大臣

（港湾局港湾経済）課　　　　　　

株式会社日
本貿易保険 株　式

貿易保険法

（昭25. 3. 31 ）法 第 67 号

東京都千代田
区西神田３の
８の１

対外取引において生ずる民間の
保険では通常担いきれないリス
ク（戦争，為替取引の制限等）
をカバーする保険事業

平成29年度�
一　般

経済産業大臣

（貿易経済協力局）通商金融課　　
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法　人　名 種目 出資の根拠法 主たる事務
所の所在地 主　要　事　業

当初出資
年度・出
資会計名

主務大臣（担当部局）

７．国 際 機 関

国際通貨基
金

出資に
よる権
利

国際通貨基金及び
国際復興開発銀行
への加盟に伴う措
置に関する法律

（昭27. 6. 14 ）法第191号

ワシントン

国際通貨問題に関する協議及び
協力のための機関として通貨に
関する国際協力を促進すること
等

昭和27年度
外　為

財　務　大　臣

（国際局国際機構）課　　　　　　

国際復興開
発銀行 株　式

国際通貨基金及び
国際復興開発銀行
への加盟に伴う措
置に関する法律

（昭27. 6. 14 ）法第191号

ワシントン 開発途上国に対する融資等 昭和27年度
一　般

財　務　大　臣

（国際局開発機関）課　　　　　　

国際金融公
社 株　式

国際金融公社への
加盟に伴う措置に
関する法律

（昭31. 7. 2 ）法第167号

ワシントン 開発途上国の民間部門等に対す
る投資及び融資等

昭和31年度
一　般

財　務　大　臣

（国際局開発機関）課　　　　　　

国際開発協
会

出資に
よる権
利

国際開発協会への
加盟に伴う措置に
関する法律

（昭35. 12. 22 ）法第153号

ワシントン
所得水準の特に低い開発途上国
等に対する長期・低利子の融資
等

昭和35年度
一　般

財　務　大　臣

（国際局開発機関）課　　　　　　

アジア開発
銀行 株　式

アジア開発銀行へ
の加盟に伴う措置
に関する法律

（昭41. 8. 24 ）法第138号

マニラ アジア・太平洋地域における開
発途上国に対する融資等

昭和41年度
一　般

財　務　大　臣

（国際局開発機関）課　　　　　　

アフリカ開
発基金

出資に
よる権
利

アフリカ開発基金
への参加に伴う措
置に関する法律

（昭48. 6. 26 ）法 第 38 号

アビジャン
アフリカ地域における所得水準
の特に低い開発途上国等に対す
る長期・無利子の融資等

昭和48年度
一　般

財　務　大　臣

（国際局開発機関）課　　　　　　

米州開発銀
行 株　式

米州開発銀行への
加盟に伴う措置に
関する法律

（昭51. 5. 29 ）法 第 40 号

ワシントン 中南米地域における開発途上国
に対する融資等

昭和51年度
一　般

財　務　大　臣

（国際局開発機関）課　　　　　　

アフリカ開
発銀行 株　式

アフリカ開発銀行
への加盟に伴う措
置に関する法律

（昭56. 5. 15 ）法 第 41 号

アビジャン アフリカ地域における開発途上
国に対する融資等

昭和57年度
一　般

財　務　大　臣

（国際局開発機関）課　　　　　　

米州投資公
社 株　式

米州投資公社への
加盟に伴う措置に
関する法律

（昭60. 6. 14 ）法 第 64 号

ワシントン
中南米地域における開発途上国
の民間部門に対する投資及び融
資等

昭和60年度
一　般

財　務　大　臣

（国際局開発機関）課　　　　　　

多数国間投
資保証機関 株　式

多数国間投資保証
機関への加盟に伴
う措置に関する法
律

（昭62. 5. 29 ）法 第 36 号

ワシントン
開発途上国向け民間海外直接投
資に係る非商業的危険に対する
保証等

昭和63年度
一　般

財　務　大　臣

（国際局開発機関）課　　　　　　

欧州復興開
発銀行 株　式

欧州復興開発銀行
への加盟に伴う措
置に関する法律

（平3. 3. 30 ）法第22号

ロンドン

中東欧・中央アジア・地中海南
東岸地域における開発途上国の
民間部門等に対する投資及び融
資等

平成３年度
一　般

財　務　大　臣

（国際局開発機関）課　　　　　　

115総　　括


	14.　政府出資法人の概要（令和３年３月31日現在）

